
232 3,266

臨時職員賃金等(Ｃ') 千円 0 0 0 0

総コスト(Ｄ)=(Ａ)+(Ｃ)+(Ｃ') 千円 4,796 5,651 4,760 4,509

単位当たりコスト
千円

(Ｅ)=(Ｄ)/(実施事業数 ) 685 706 793 752

活動等指標 単位 20年度 21年度 22年度 23年度

評
価
指
標
の
設
定

①実施事業数 実績値 本 7 8 6 6

② 実績値

《指標の説明・数値変化の理由 など》

平成21年度は東京都が実施した「多摩・島しょ子ども体験塾市町村助成金事業」から助成金の交付を受け、「西東京市戦災パ

ネル」及び1トン爆弾原寸大模型を作成した。

成果指標 単位 20年度 21年度 22年度 23年度

一
次

目標値 人 1,500 1,200 1,000 1,000
実施事業への参加者数

実績値 人 1,773 1,341 1,101

二
次

目標値

実績値

《指標の説明・数値変化の理由 など》

平成20年度は集客数が見込まれる単発的な事業を実施したため、参加者数が多かった。平成22年度は、事業数の減少に伴い、

参加者数も減少している。この他、平成22年度から西東京市民会館においてパネル展示を随時行っている。

事業毎に行っているアンケートからは各事業を継続して欲しいと言う意見が多く、現在の

事
業
環
境
等

市民・関連団体等の意見 内容に参加者は満足しているようである。

(アンケート結果など)

他市でもパネル展や映画会等の各種事業を行っているが、事業数、予算規模
■ 上

都内26市のサービス水準との比較 から本市は26市の中では上位の水準と思われる。
□ 中

(平均値、本市の順位など) また、非核都市宣言をしているのは16市、平和都市宣言をしているのは22市
□ 下

、両方行っているのは13市となっている。

代替・類似サービスの有無
□ 有 代替・類似サービスはない。

■ 無

事務事業評価シート(事後評価)
事業コード事務事業名平和事業 所管部課 生活文化スポーツ部

07-04-01 協働コミュニティ課

施策コード施策名 施策目標

創1-1
平和を尊び、人権が尊重される社会をめざします。

人権と平和の尊重

事務事業の目的 根拠法令等

事
務
事
業
の
概
要

　平和に関する情報の収集及び提供、各種行事の開催等により、市民の平和の意義の普及及び平和意識の高揚を □法律

図ることを目的とする。 ■条例・規則

□政令・省令

□要綱・要領

事業内容・実施方法等／補助の概要：補助団体の概要(団体名・団体の活動内容・補助金の活用内容等)、補助金の概要(国・

都基準の有無・対象者拡大の有無・上乗せ補助額・市単独補助額)等　※該当する予算事業名・節目を明記する

　西東京市では、核兵器の廃絶と恒久平和の確立を願い、平成14年1月21日に「非核・平和都市宣言」を行っているとともに

、西東京市平和推進に関する条例において4月12日を「西東京市平和の日」と定め、祈念式典やイベント等を行っている。ま

た、平和の尊さ、大切さを認識するため、被爆地である広島へ市民を派遣する「広島平和の旅」や西東京市の戦災記録をパネ

ルにした「戦災パネル」の展示、平和の尊さを知ってもらうための「夏休み平和映画会」の開催等、平和に関する事業を市民

活動団体との共催により実施している。

事業開始時期 13 年度 実施形態 ■ 直営 □ 委託 □ 補助 ■ その他 (市民活動団体と共催 )

項　目 単位 20年度 21年度 22年度 23年度

事
業
費
デ
｜
タ

事業費(Ａ) 1,530 2,419 1,528 1,243

財
源
内
訳

国庫支出金・都支出金 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0

その他 (広島平和の旅個人参加費、補助金) 0 1,033 120 120

一般財源 1,530 1,386 1,408 1,123

所要人員(Ｂ) 人 0.4 0.4 0.4 0.4

人件費(Ｃ)=平均給与×(Ｂ) 千円 3,266 3,232 3,
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施策コード施策名 施策目標

創1-1
平和を尊び、人権が尊重される社会をめざします。

人権と平和の尊重

【一次評価】

○検証項目、評価の判断理由
検証項目 ランク 一次評価

○事業実施上の課題や今後改善すべき点等

事業の優先度
2

　平和の尊さ、大切さに対する認識を深め、平和の有意義さ、必要性を広め、豊か

(緊急性) □拡充 な市民生活の維持向上を図るためにも平和事業は必要である。

　また、戦争を体験した世代や、戦争体験を次世代に語り継ぐ身近な存在も減少し事業の
2Ａ ているため、若い世代への継承や、西東京市で起こった歴史的な出来事を風化させ

必要性 ■継続実施 ないためにも平和事業を継続して実施する必要がある。
事業主体の

2
　若い世代の参加者が少ないことから、事業内容の工夫や周知方法などについて検

妥当性 討する必要がある。
□改善・見直し

直接のサービス
2

の相手方
□抜本的見直し

事業内容等の
2Ｂ

適切さ

□休止受益者負担の
2

適切さ

市民ニーズの □廃止
2Ｃ

把握

検証項目の見方　Ａ:事業実施の意義を検証する項目　Ｂ:事業の内容・実施方法を検証する項目　Ｃ:市民ニーズの反映度を検証する項目

【二次評価】

○検証項目、評価の判断理由
検証項目 ランク 二次評価

○事業実施上の課題や今後改善すべき点等

事業の優先度
2

　市では、平和意識の高揚と豊かで平和な生活の維持向上を推し進めており、当該

(緊急性) □拡充 事業の果たす役割は大きい。市民会館で「戦災パネル展」を常設したり、「広島平

和の旅」の参加対象に親子を加えたりするなど、実施内容に工夫も見られる。また事業の
2Ａ 徐々にではあるが、若い参加者も増加しているようである。今後は、企画立案等に

必要性 ■継続実施 若い世代が加われるような検討をされたい。
事業主体の

2
妥当性

□改善・見直し

事

直接のサービス
1

の相

業

手方
□抜本的見直し

事

コ

業内容等の
2Ｂ

適切さ

ー

□休止受益者負担の
2

ド

適切さ

市民ニーズの □

事

廃止
2Ｃ

把握

検証項目

務

の見方　Ａ:事業実施

事

の意義を検証する項目

業

　Ｂ:事業の内容・実

名

施方法を検証する項目

平

　Ｃ:市民ニーズの反

和

映度を検証する項目

【

事

行革本部評価】

行革本

業

部評価 評価の判断理由


